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1.  21年10月期の連結業績（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年10月期 71,477 △3.1 2,277 28.8 2,133 31.7 1,024 90.4
20年10月期 73,781 2.2 1,768 59.9 1,619 82.4 537 140.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年10月期 52.64 ― 5.1 4.8 3.2
20年10月期 27.62 27.62 2.7 3.6 2.4
（参考） 持分法投資損益 21年10月期  31百万円 20年10月期  29百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年10月期 43,627 21,051 46.6 1,044.89
20年10月期 44,539 20,809 45.0 1,029.28
（参考） 自己資本   21年10月期  20,324百万円 20年10月期  20,029百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年10月期 5,416 △1,406 △2,023 5,313
20年10月期 3,776 △905 △1,236 3,435

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年10月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 233 43.4 1.2
21年10月期 ― 6.00 ― 6.00 12.00 233 22.8 1.2
22年10月期 

（予想）
― 6.00 ― 6.00 12.00 21.2

3.  22年10月期の連結業績予想（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

37,500 2.3 1,200 33.1 1,100 31.6 550 55.0 28.28

通期 73,000 2.1 2,350 3.2 2,150 0.8 1,100 7.4 56.55
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、１７ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年10月期 21,159,914株 20年10月期 21,159,914株
② 期末自己株式数 21年10月期  1,709,040株 20年10月期  1,700,223株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年10月期の個別業績（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年10月期 61,498 △6.0 1,170 △27.5 1,076 △30.4 711 26.5
20年10月期 65,423 1.4 1,615 12.6 1,548 4.4 562 4.7

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

21年10月期 36.60 ―
20年10月期 28.90 28.90

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年10月期 37,372 18,812 50.3 967.19
20年10月期 38,525 18,258 47.4 938.29
（参考） 自己資本 21年10月期  18,812百万円 20年10月期  18,258百万円

2.  22年10月期の個別業績予想（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定要素を含んでおります。実際の業績等は、今後の
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項については、添付資料の5ページを参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

33,000 2.9 800 103.7 700 114.9 350 89.0 17.99

通期 63,000 2.4 1,450 23.9 1,300 20.7 750 5.3 38.56
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① 当期の概況 

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機による急激な景気後退に始まり、その後政

府による対策の効果など、景気は持ち直しの動きもみられましたが、急激な円高やデフレ圧力に伴う収

益環境の厳しさも浮き彫りになり、極めて不透明な状況に推移いたしました。 

当食品業界におきましては、雇用情勢の急激な悪化や、消費者物価の下落圧力が強まる中、所得環境

を背景にした生活防衛による買い控え等、事業環境はますます厳しさを増してまいりました。 

このような状況下で当社グループは、プルーンの加工・製造では世界最大の米国SUNSWEET社との業務

提携や、米国現地法人におけるクルミの加工事業を推し進めるなど、主力商品の国内外での販売網の整

備に加え、最新の検査装置の導入など、品質管理の拡充に努めてまいりました。 

また、市場における商品優位性を高めるため、製品レシピ等による提案型営業や、各地での商品展示

会の開催・出展等を行うなど、販促活動に取り組んでまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、為替レートが円高に推移したこともあり、前年同期比

3.1％減の714億77百万円となりました。 

利益面につきましては、生産子会社の業績が好調であったことから、営業利益が前年同期比28.8％増

の22億77百万円となり、経常利益は前年同期比31.7％増の21億33百万円となりました。 

当期純利益は、事業再編に伴う生産設備の減損費用が発生いたしましたが、前年同期比90.4％増の10

億24百万円となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

(単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成21年10月期 71,477 2,277 2,133 1,024

平成20年10月期 73,781 1,768 1,619 537

増 減 額 △2,304 508 513 486

増 減 率 △3.1％ 28.8％ 31.7％ 90.4％
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（ 事業部門別の概況 ） 

＜ 乳製品・油脂類 ＞ 

乳製品・油脂類につきましては、粉乳やバター等の原料乳製品や輸入チーズなどの海外乳製品が販売

減となりましたが、筑波生産品及び加工乳事業が堅調に推移し、また、油脂類も前年の販売実績を上回

りました。 

この結果、部門別売上高は、前年同期比1.8％増の230億47百万円となりました。 

＜ 製菓原材料類 ＞ 

製菓原材料類は、穀粉類などの製パン原料や和菓子材料が前年実績を上回りましたが、各種の製菓用

食材や糖置換フルーツ、マロンペーストや栗甘露煮、その他の仕入商品が販売減となり、総じて低調に

推移いたしました。 

この結果、部門別売上高は、前年同期比3.4％減の153億79百万円となりました。 

＜ 乾果実・缶詰類 ＞ 

乾果実・缶詰類につきましては、米国産レーズンやその他の乾果実類、アーモンドやクルミ等のナッ

ツ類が、前年に比べて販売減となり、また、大半が輸入品であることから円高要因に伴う販売単価の低

下から、売上高は大幅に減少いたしました。 

この結果、部門別売上高は、前年同期比10.3％減の200億60百万円となりました。 

＜ 菓子・リテール商品類 ＞ 

菓子・リテール商品類は、チョコレート製品やビスケット等の焼菓子類が前年に比べて堅調に推移

し、また、プルーンやナッツ等のリテール食品も伸長いたしました。 

この結果、部門別売上高では、前年同期比0.6％増の125億41百万円となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

１ 日本 

国内市場低迷に伴う需要減少等からナッツ、ドライフルーツ類が販売減となり、売上高は前年同期比

4.0％減の701億46百万円となり、営業利益は、売上総利益率の改善等もあり、前年同期比20.4％増の30

億13百万円となりました。 

２ 北米 

ドライフルーツなどの対日輸出が大幅に減少したことから、売上高は前年同期比22.4％減の75億77百

万円となりました。損益面では、事業再編に伴う初期費用の発生等から、営業損失が39百万円（前年同

期は営業利益１億11百万円）となりました。 

３ その他の地域 

製菓原材料やナッツ類などの対日輸出が伸び悩み、売上高は前年同期比9.3％減の25億54百万円とな

りましたが、損益面では、売上総利益率の改善により、営業利益20百万円（前年同期は営業損失47百万

円）となりました。 

正栄食品工業株式会社（8079）平成21年10月期決算短信
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② 次期の見通し 

 

今後の見通しにつきましては、再度の金融危機による景気不安がささやかれる中で、企業業績の低迷

や雇用環境の悪化等、また、個人消費におきましては、消費者物価の下押しや一層のデフレ圧力から、

引き続き厳しい事業環境が続くものと予想されます。 

このような状況下で当社グループは、世界各国からの安定した食材調達と、食品の「安全・安心」に

向けての取り組みを強化し、各種検査機器の充実と生産設備の整備に努めると共に、更なる経営の効率

化に努めてまいる所存であります。 

平成22年10月期の連結業績予想につきましては、売上高は前年同期比2.1％増の730億円、営業利益は

前年同期比3.2％増の23億50百万円、経常利益は前年同期比0.8％増の21億50百万円、当期純利益は前年

同期比7.4％増の11億円を見込んでおります。 

  

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べ18億77百万円増加し53億13百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、54億16百万円（前年同期比16億39百万円増）の収入となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益19億43百万円、減価償却費13億76百万円、たな卸資産20億49百万

円の減少等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、14億６百万円（前年同期比５億１百万円増）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出12億50百万円、関係会社への出資による支出１億47百万円による

ものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、20億23百万円（前年同期比７億86百万円増）となりました。これは

主に、借入金返済と配当金の支払いによるものです。 

(単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成22年10月期(予想) 73,000 2,350 2,150 1,100

平成21年10月期(実績) 71,477 2,277 2,133 1,024

増 減 率 2.1％ 3.2％ 0.8％ 7.4％

(2) 財政状態に関する分析

正栄食品工業株式会社（8079）平成21年10月期決算短信
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

の支払額を使用しております。 

  

当社は、株主の皆様への利益還元を重要政策の一つと位置付けて、また、近年の食品業界を取り巻く

厳しい経営環境を踏まえた中長期的な事業展開に留意しつつ、財務体質の強化に努めることを基本的な

方針としております。 

当期の配当に関しましては、１株につき６円の中間配当を実施し、期末配当につきましても１株につ

き６円とすることを予定しております。 

最近の有価証券報告書（平成21年１月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係

会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

平成19年10月期 平成20年10月期 平成21年10月期

自己資本比率 45.2％ 45.0％ 46.6％

時価ベースの自己資本比率 22.2％ 17.3％ 19.8％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― 年 3.0年 1.8年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― 19.2 35.8

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

2. 企業集団の状況

正栄食品工業株式会社（8079）平成21年10月期決算短信
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当社は、「お客様に安全で安心な食品を提供する」ことを最優先テーマとして、食品原材料からリテ

ール食品に至るまで幅広い商品を扱っております。 

常に厳選された最良の食材をお客様に提供することを使命とし、国内のみならず広く海外に食材を求

めてお客様のニーズにお応えし、また、新たな食文化の創造を通じて社会に貢献できる企業を目指して

おります。 

当社グループは、近年、「米国、中国、日本」の3地域における生産拠点の整備に努めてまいりまし

たが、日本国内での販売活動に加えて、中国市場を始めとした世界各国へも販売ルートを開拓する方針

であり、当社グループの成長をはかるための手法として売上高を指標とし、併せて、収益性をはかる目

的から売上高経常利益率を経営指標に掲げております。 

当社グループは「企業価値（株主価値）向上」への取り組みとして、グローバル化する食品業界にあ

って、海外からの原料調達の拡充や生産設備に対する合理化投資、品質の向上、安全性の確保に取り組

んでまいります。 

当社グループは、商社機能とメーカー機能の融合に加え、開発部門や品質管理部門の強化を重要課題

と認識して、グループ企業体の再構築を推し進めてまいります。 

海外事業におきましては、引き続き生産拠点の拡充と中国市場・欧米市場への販路拡大など、新たな

事業活動に取り組んでまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

正栄食品工業株式会社（8079）平成21年10月期決算短信
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当社グループは、「お客様に安全で安心な食品を提供する」ことを企業理念に、国内生産子会社およ

び米国、中国の現地法人を拠点とした事業体制のもと、日本国内のみならず、広く海外に食材を求め

て、食文化を通じて社会に貢献できる企業グループを目指しております。 

取締役会における執行と監督・監視の徹底を図るため、新たに監査役として公認会計士を迎え、弁護

士、公認会計士による経営の監視強化に努めてまいります。 

体制強化に向けた取り組みとして、国内・海外のグループ会社を含めた内部通報制度の運用管理、教

育プログラムの検討・実施を行ってまいります。 

最新検査機器の導入および製造ラインの再点検、生産設備の改善等に取り組むと共に、品質保証にお

けるデータ管理と情報システムの共有化を図ってまいります。 

また、人材育成の推進と研修体制の整備を行い、グループ会社を含めた管理強化に取り組んでまいり

ます。 

エネルギー消費や食品廃棄物の低減のための生産工程の改善や低炭素化に向けた省エネ設備の導入を

進めてまいります。 

現在、当社グループは農林水産省所管の食品産業廃棄物炭化技術実証協議会において、プルーン種に

よる「食品産業グリーンプロジェクト技術実証モデル事業」に取り組んでおります。 

米国および中国現地法人を拠点に、主力のナッツ類や製菓材料類の海外販売を推し進め、その他新興

市場の販路開拓にも取り組んでまいります。 

当社グループは、リスク管理体制の厳格化に努めると共に、継続的な成長を可能にする経営基盤の強

化に向け、引き続き株主資本の充実と財務面の健全化に取り組んでまいる所存です。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

① コーポレート・ガバナンスの強化

② コンプライアンス体制の強化

③ 品質保証体制の一層の強化

④ 地球環境の保全と負荷低減への取り組み

⑤ 中国やその他新興市場を含めたグローバル化の推進
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4.【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年10月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 3,435,968 5,313,672 

受取手形及び売掛金 15,175,045 ※4 15,122,484 

たな卸資産 11,053,374 － 

商品及び製品 － 7,340,040 

仕掛品 － 366,410 

原材料及び貯蔵品 － 1,151,796 

繰延税金資産 457,104 342,667 

その他 624,050 530,980 

貸倒引当金 △19,456 △31,228 

流動資産合計 30,726,087 30,136,824 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※2 12,192,689 ※2 12,051,279 

減価償却累計額 △7,269,452 △7,508,472 

建物及び構築物（純額） 4,923,236 4,542,806 

機械装置及び運搬具 16,605,893 16,150,889 

減価償却累計額 △12,768,866 △12,727,740 

機械装置及び運搬具（純額） 3,837,027 3,423,149 

工具、器具及び備品 929,734 875,153 

減価償却累計額 △754,760 △725,864 

工具、器具及び備品（純額） 174,973 149,289 

土地 ※2 1,828,592 ※2 1,798,356 

リース資産 － 151,548 

減価償却累計額 － △16,659 

リース資産（純額） － 134,889 

建設仮勘定 218,718 505,848 

その他 208,628 73,549 

減価償却累計額 △160,566 △37,272 

その他（純額） 48,061 36,276 

有形固定資産合計 11,030,610 10,590,616 

無形固定資産 

ソフトウエア 16,725 74,959 

その他 149,424 129,798 

無形固定資産合計 166,149 204,758 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※1, ※2 1,655,300 ※1, ※2 1,597,665 

関係会社出資金 200,435 332,192 

保険積立金 433,789 429,636 

繰延税金資産 66,446 68,059 

その他 341,024 351,714 

貸倒引当金 △79,915 △83,949 

投資その他の資産合計 2,617,080 2,695,318 

固定資産合計 13,813,840 13,490,692 

資産合計 44,539,928 43,627,517 

正栄食品工業株式会社（8079）平成21年10月期決算短信

9



(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年10月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 8,086,106 ※4 8,640,774 

短期借入金 ※2 11,254,482 ※2 9,510,035 

1年内返済予定の長期借入金 ※2 41,200 ※2 33,600 

未払金 899,704 1,160,345 

未払法人税等 727,301 374,992 

賞与引当金 565,100 544,318 

役員賞与引当金 32,400 35,000 

その他 1,244,422 1,188,959 

流動負債合計 22,850,717 21,488,024 

固定負債 

長期借入金 ※2 44,000 ※2 10,400 

退職給付引当金 425,328 447,205 

役員退職慰労引当金 314,180 346,794 

繰延税金負債 63,135 51,055 

その他 33,458 232,214 

固定負債合計 880,103 1,087,669 

負債合計 23,730,820 22,575,694 

純資産の部 

株主資本 

資本金 3,379,736 3,379,736 

資本剰余金 3,042,770 3,042,770 

利益剰余金 15,019,120 15,808,453 

自己株式 △1,299,182 △1,301,558 

株主資本合計 20,142,445 20,929,402 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 148,804 137,495 

繰延ヘッジ損益 △209,480 △122,389 

為替換算調整勘定 △52,342 △620,490 

評価・換算差額等合計 △113,018 △605,383 

少数株主持分 779,680 727,804 

純資産合計 20,809,107 21,051,823 

負債純資産合計 44,539,928 43,627,517 
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②【連結損益計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

売上高 73,781,354 71,477,231 

売上原価 64,100,539 ※1 61,361,430 

売上総利益 9,680,815 10,115,800 

販売費及び一般管理費 

荷造運搬費 2,094,808 2,026,816 

保管費 685,966 702,162 

給料及び手当 2,104,444 2,107,962 

賞与引当金繰入額 347,833 317,606 

役員賞与引当金繰入額 32,400 35,000 

退職給付費用 99,078 104,380 

役員退職慰労引当金繰入額 34,034 35,764 

旅費及び交通費 306,885 294,354 

賃借料 230,078 240,351 

租税公課 47,037 41,083 

その他 1,929,644 1,932,851 

販売費及び一般管理費合計 7,912,210 7,838,334 

営業利益 1,768,604 2,277,466 

営業外収益 

受取利息 4,096 15,299 

受取配当金 40,554 29,518 

持分法による投資利益 29,224 31,290 

保険配当金 4,273 10,488 

受取保険金 27,740 65,559 

受取補償金 － 30,291 

受取手数料 3,542 3,008 

その他 70,705 38,929 

営業外収益合計 180,136 224,387 

営業外費用 

支払利息 187,191 151,487 

為替差損 117,477 156,789 

雑損失 8,891 － 

損害賠償金 － 59,499 

その他 15,883 939 

営業外費用合計 329,443 368,715 

経常利益 1,619,297 2,133,137 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

特別利益 

投資有価証券売却益 9,036 0 

固定資産売却益 ※2 107 ※2 23,710 

関係会社株式売却益 32,089 － 

退職給付引当金戻入額 7,200 － 

貸倒引当金戻入額 － 4,400 

特別利益合計 48,433 28,110 

特別損失 

固定資産除却損 ※3 26,526 ※3 84,178 

固定資産売却損 ※4 2,131 ※4 1,118 

役員退職慰労引当金繰入額 322,804 － 

関係会社出資金評価損 12,527 － 

投資有価証券評価損 53,306 17,154 

投資有価証券売却損 － 5,247 

減損損失 ※5 4,194 ※5 97,509 

貸倒引当金繰入額 2,600 － 

その他 － 12,698 

特別損失合計 424,090 217,905 

税金等調整前当期純利益 1,243,640 1,943,342 

法人税、住民税及び事業税 789,786 786,865 

法人税等調整額 △73,181 50,701 

法人税等合計 716,605 837,566 

少数株主利益 △10,726 81,726 

当期純利益 537,760 1,024,049 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 3,379,736 3,379,736 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,379,736 3,379,736 

資本剰余金 

前期末残高 3,042,770 3,042,770 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,042,770 3,042,770 

利益剰余金 

前期末残高 14,747,040 15,019,120 

当期変動額 

剰余金の配当 △262,878 △233,473 

当期純利益 537,760 1,024,049 

自己株式の処分 △2,801 △1,243 

当期変動額合計 272,080 789,332 

当期末残高 15,019,120 15,808,453 

自己株式 

前期末残高 △1,295,976 △1,299,182 

当期変動額 

自己株式の取得 △10,502 △5,047 

自己株式の処分 7,296 2,671 

当期変動額合計 △3,205 △2,376 

当期末残高 △1,299,182 △1,301,558 

株主資本合計 

前期末残高 19,873,570 20,142,445 

当期変動額 

剰余金の配当 △262,878 △233,473 

当期純利益 537,760 1,024,049 

自己株式の取得 △10,502 △5,047 

自己株式の処分 4,495 1,428 

当期変動額合計 268,875 786,956 

当期末残高 20,142,445 20,929,402 
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
 至 平成21年10月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 542,542 148,804

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △393,738 △11,308

当期変動額合計 △393,738 △11,308

当期末残高 148,804 137,495

繰延ヘッジ損益

前期末残高 33,369 △209,480

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △242,849 87,091

当期変動額合計 △242,849 87,091

当期末残高 △209,480 △122,389

為替換算調整勘定

前期末残高 76,652 △52,342

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △128,994 △568,148

当期変動額合計 △128,994 △568,148

当期末残高 △52,342 △620,490

評価・換算差額等合計

前期末残高 652,564 △113,018

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △765,582 △492,365

当期変動額合計 △765,582 △492,365

当期末残高 △113,018 △605,383

少数株主持分

前期末残高 811,718 779,680

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32,037 △51,875

当期変動額合計 △32,037 △51,875

当期末残高 779,680 727,804

純資産合計

前期末残高 21,337,852 20,809,107

当期変動額
剰余金の配当 △262,878 △233,473
当期純利益 537,760 1,024,049
自己株式の取得 △10,502 △5,047
自己株式の処分 4,495 1,428

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △797,620 △544,241

当期変動額合計 △528,745 242,715

当期末残高 20,809,107 21,051,823
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 1,243,640 1,943,342 

減価償却費 1,573,524 1,376,504 

減損損失 4,194 97,509 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,351 15,805 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 95,015 37,233 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 314,180 32,614 

受取利息及び受取配当金 △44,650 △44,817 

支払利息 187,191 151,487 

固定資産売却損益（△は益） △107 △23,710 

為替差損益（△は益） 120,679 78,963 

売上債権の増減額（△は増加） 502,480 △132,169 

たな卸資産の増減額（△は増加） △82,912 2,049,945 

仕入債務の増減額（△は減少） △549,494 633,022 

その他 394,298 433,228 

小計 3,767,391 6,648,959 

利息及び配当金の受取額 70,738 57,623 

利息の支払額 △196,357 △151,160 

法人税等の支払額 △74,502 △1,139,211 

法人税等の還付額 209,655 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,776,925 5,416,210 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の払戻による収入 10,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △943,595 △1,250,838 

有形固定資産の売却による収入 3,263 49,636 

投資有価証券の取得による支出 △11,421 △23,040 

投資有価証券の売却による収入 49,288 35,155 

子会社出資金の取得による支出 △15,516 △147,930 

その他 2,885 △69,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー △905,095 △1,406,794 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △958,752 △1,714,144 

長期借入金の返済による支出 △96,000 △41,200 

長期借入れによる収入 100,000 － 

自己株式の取得による支出 △10,502 △5,047 

自己株式の売却による収入 4,495 1,428 

リース債務の返済による支出 － △17,504 

配当金の支払額 △262,878 △233,473 

少数株主への配当金の支払額 △13,189 △13,189 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,236,826 △2,023,131 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54,490 △108,581 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,580,512 1,877,703 

現金及び現金同等物の期首残高 1,855,456 3,435,968 

現金及び現金同等物の期末残高 3,435,968 5,313,672 
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該当事項はありません。 

  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数  ８社

   連結子会社の名称

   筑波乳業株式会社、株式会社京まろん、株式会社

ロビニア、株式会社イワサ、株式会社正栄デリシ

ィ、SHOEI FOODS(U.S.A),INC.、青島秀愛食品有

限公司、延吉秀愛食品有限公司

なお、常陽製菓株式会社、株式会社モンドならび

に正栄菓子株式会社の３社は、前連結会計年度に

おいて解散を決議し、平成19年11月14日に清算を

結了しました。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数  ８社

   連結子会社の名称

   筑波乳業株式会社、株式会社京まろん、株式会社

ロビニア、株式会社イワサ、株式会社正栄デリシ

ィ、SHOEI FOODS(U.S.A),INC.、青島秀愛食品有

限公司、延吉秀愛食品有限公司

   

 (2) 主要な非連結子会社名

   近藤製粉株式会社

  (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

 (2) 主要な非連結子会社名

同左

  (連結の範囲から除いた理由)

同左

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社数 ６社 

   主要な会社等の名称 

   近藤製粉株式会社

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社数 ６社

同左

 (2) 持分法を適用した関連会社数 ２社

主要な会社等の名称

フランセクスパ・ジャパン株式会社
従来関連会社であった株式会社ミツトモについて
は、当連結会計年度において保有する全株式を売却
したため、持分法の適用から除外しております。

 (2) 持分法を適用した関連会社数 ２社

同左 

 

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

の名称

   (非連結子会社)香港正栄国際貿易有限公司

   (関連会社)寧夏正康食品有限公司

(持分法を適用しない理由)

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外しております。

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

の名称

同左

(持分法を適用しない理由)

同左

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次

のとおりです。

会社名 決算日

筑波乳業株式会社 ３月31日 ＊１

SHOEI FOODS(U.S.A.),INC. ９月30日 ＊２

株式会社イワサ ８月31日 ＊２

青島秀愛食品有限公司 12月31日 ＊１

延吉秀愛食品有限公司 12月31日 ＊１

＊１ 平成20年９月30日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。

＊２ 連結決算日との差異が３ヶ月を超えないので、連

結子会社の事業年度に係る財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次

のとおりです。

会社名 決算日

筑波乳業株式会社 ３月31日 ＊１

SHOEI FOODS(U.S.A.),INC. ９月30日 ＊２

株式会社イワサ ８月31日 ＊２

青島秀愛食品有限公司 12月31日 ＊１

延吉秀愛食品有限公司 12月31日 ＊１

＊１ 平成21年９月30日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。

＊２ 連結決算日との差異が３ヶ月を超えないので、連

結子会社の事業年度に係る財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。
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前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      同左

     時価のないもの

      移動平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組合およびそれに類

する組合への出資(金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの)につ

いては、組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によってお

ります。

     時価のないもの

      移動平均法による原価法

  (ロ)デリバティブ 

     時価法

  (ロ)デリバティブ 

     同左

  (ハ)たな卸資産 

     先入先出法による原価法

  (ハ)たな卸資産

    商品及び製品
主として先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

   原材料及び貯蔵品
主として先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

   仕掛品
主として先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

 （会計方針の変更）
通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

ては、従来、主として先入先出法による原価法
によっておりましたが、当連結会計年度より
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会
計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が適
用されたことに伴い、主として先入先出法によ
る原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し
ております。

これにより、従来と同一の方法によった場合
と比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ
4,187千円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該
箇所に記載しております。
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前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

   有形固定資産

   建物(建物附属設備は除く)

    平成10年３月31日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

    平成19年３月31日以前に取得したもの

     法人税法に規定する旧定額法

平成19年４月１日以降に取得したもの

 法人税法に規定する定額法

   建物以外

平成19年３月31日以前に取得したもの

 法人税法に規定する旧定率法

平成19年４月１日以降に取得したもの

 法人税法に規定する定率法

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～11年

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

   有形固定資産（リース資産を除く）

主として、法人税法に規定する方法と同一の基

準による定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準による定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～11年

  (追加情報)
 当連結会計年度より、当社および国内連結子会社
は、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する
法律 平成19年３月30日 法律第６号)および(法人
税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30
日 政令第83号))に伴い、平成19年３月31日以前に
取得した有形固定資産については、償却可能限度額
まで償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均
等償却する方法によっております。
 この変更に伴い従来と同一の方法によった場合と
比べ、営業利益、経常利益および税金等調整前当期
純利益がそれぞれ48,064千円減少しております。
 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所
に記載しております。

  (追加情報)
 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（所
得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日
法律第23号）に伴い、機械装置の耐用年数を見直し
た結果、当連結会計年度より改正後の法人税法に基
づく耐用年数に変更しております。
 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ56,368
千円増加しております。
 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所
に記載しております。

   無形固定資産

    ソフトウェア……社内における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法

   無形固定資産（リース資産を除く）

     同左

―    リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。
 なお、リース取引開始日が平成20年10月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

（会計方針の変更）
 所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっておりましたが、当連結会計年度より
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第
13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部
会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会
会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)）を適用
し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。
 これによる損益に与える影響はありません。
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前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準
(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
(イ)貸倒引当金
     同左

(ロ)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を
計上しております。

(ロ)賞与引当金 
     同左

(ハ)役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上しております。

(ハ)役員賞与引当金
     同左

(ニ)退職給付引当金
連結財務諸表提出会社および国内連結子会社におい
ては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務見込額および年金資産
残高に基づき計上しております。
ただし、連結財務諸表提出会社においては、年金資
産残高が退職給付債務を超過したため、当該金額を
前払年金費用として投資その他の資産の「その他」
に計上しております。

(ニ)退職給付引当金
     同左

(ホ)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰
労金規程(内規)に基づく当連結会計年度末要支給額
を計上しております。

（会計方針の変更）
当社および国内連結子会社は従来、役員退職慰労金
を支出時の費用として処理しておりましたが、当連
結会計年度より「租税特別措置法上の準備金及び特
別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当
金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会 平成19年４月13日 監査・保証実務委員会報告
第42号）に従い、役員退職慰労金規程(内規)に基づ
く当連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金
として計上する方法に変更いたしました。 
この変更により当連結会計年度発生額35,564千円は
販売費及び一般管理費に計上し、過年度相当額
315,604千円は特別損益に計上しております。 
この結果、従来の方法と比較して営業利益、経常利
益は35,564千円、税金等調整前当期純利益は
315,710千円それぞれ減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に
記載しております。

(ホ)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰
労金規程(内規)に基づく当連結会計年度末要支給額
を計上しております。

(4) 重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基
準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産および負
債、収益および費用は、在外子会社等の決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めております。

(4) 重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基
準

    同左
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前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

―

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっております。また、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行っております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

     同左

 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

外貨預金、為替予約
取引および通貨オプ
ション取引

…… 
  
 

外貨建債権債務およ
び外貨建予定取引 
 

 

 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引および
通貨オプション取引

…… 
 

外貨建債権債務およ
び外貨建予定取引

  ③ ヘッジ方針

    ヘッジ対象の範囲内で、為替相場の変動による

リスクを回避する目的で、ヘッジ手段を利用す

る方針であります。

  ③ ヘッジ方針

     同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    毎月末において、ヘッジ手段の残高とヘッジ対

象である現在所有もしくは将来取得が確実に予

定されている取引の外貨建債権債務の残高の対

応関係について、連結財務諸表提出会社の経理

部において把握し、管理しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

     同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

     同左

  ② 連結納税制度の適用

    連結納税制度を適用しております。

  ② 連結納税制度の適用

     同左

 (8) 在外連結子会社の会計処理基準

在外連結子会社であるSHOEI  FOODS(U.S.A.), 

INC.、青島秀愛食品有限公司および延吉秀愛食品

有限公司の財務諸表は、各国において一般に公正

妥当と認められる会計処理基準に基づいて作成し

ております。

―

―
 (7) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

負ののれんについては、５年間の均等償却を行っ
ております。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産および負債については、全面時価

評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

     同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     同左
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 (連結損益計算書) 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

ておりました「為替差損」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため当連結会計年度においては、区分掲

記することとしました。 

なお、前連結会計年度の「為替差損」は10,264千円であ

ります。

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」

「仕 掛 品」「原 材 料 及 び 貯 蔵 品」は、そ れ ぞ れ

8,955,475千円、453,874千円、1,644,024千円でありま

す。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「損害賠償金」は、当連結会計年度に

おいて営業外費用の100分の10を超えたため、区分掲記

することとしました。なお、前連結会計年度末の「損害

賠償金」は、5,439千円であります。
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(7)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年10月31日)

当連結会計年度 
(平成21年10月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。

投資有価証券(株式) 219,597千円
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。

投資有価証券(株式) 224,594千円

 

※２ 担保に供している資産は、次のとおりです。

科目 金額(千円)

建物及び構築物 592,481 (592,481)

土地 135,499 (135,499)

合計 727,980 (727,980)

※２ 担保に供している資産は、次のとおりです。

科目 金額(千円)

建物及び構築物 582,703 (582,703)

土地 135,499 (135,499)

合計 718,202 (718,202)

 

   上記に対応する債務は、次のとおりです。

科目 金額(千円)

短期借入金 720,000 (720,000)

一年内返済予定
の長期借入金

41,200 (41,200)

長期借入金 44,000 (44,000)

合計 805,200 (805,200)

上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債
務を示しております。なお、上記のほかに投資有
価証券47,100千円については、取引保証として担
保に供しております。

 

  上記に対応する債務は、次のとおりです。

科目 金額(千円)

短期借入金 480,000 (480,000)

一年内返済予定
の長期借入金

33,600 (33,600)

長期借入金 10,400 (10,400)

合計 524,000 (524,000)

上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債
務を示しております。なお、上記のほかに投資有
価証券44,100千円については、取引保証として担
保に供しております。

 ３ 偶発債務
非連結子会社の銀行借入に対する債務保証
上海秀愛国際貿易有限公司

(CNY 2,000千) 28,820千円
係争事件に係る賠償義務
イトウ製菓株式会社は、平成19年10月９日付で、
当社および当社の連結子会社である株式会社京ま
ろんの２社を被告とする損害賠償請求を提訴しま
した。これは、同社が製造および販売した製品に
金属片が混入したことに関し、その原因は当社が
販売(製造者は株式会社京まろん)した同製品の原
料にあるとし、同製品の回収ならびに本件に起因
する損害を賠償請求(請求金額３億7,504万円)す
るものでありますが、今後の裁判において、然る
べき主張をしていく方針であります。

３ 偶発債務
非連結子会社の銀行借入に対する債務保証
上海秀愛国際貿易有限公司

(CNY 3,000千) 40,140千円
係争事件に係る賠償義務
イトウ製菓株式会社は、平成19年10月９日付で、
当社および当社の連結子会社である株式会社京ま
ろんの２社を被告とする損害賠償請求を提訴して
おりました。これについて、平成21年11月12日東
京地方裁判所において判決があり、原告の請求が
棄却されました。
これに対し、イトウ製菓株式会社より同判決を不
服として控訴がなされております。現時点におい
て控訴理由の確認は出来ない状況でありますが、
当社としては、今後も引き続き正当性を主張して
いく方針であります。

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ
て決済処理しております。なお、当連結会計年度
末日が金融機関の休日であったため、次の期末日
満期手形が当連結会計年度末残高に含まれており
ます。

受取手形        272,944千円

支払手形          6,452千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

― ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の
金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に
含まれている。

4,187千円

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。

機械装置及び運搬具 107千円
 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。

機械装置及び運搬具 23,710千円

 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

建物及び構築物 1,653千円

機械装置及び運搬具 15,916千円

工具器具及び備品 1,014千円

建設仮勘定 6,200千円

その他 1,741千円

計 26,526千円
 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

建物及び構築物 13,571千円

機械装置及び運搬具 26,302千円

工具器具及び備品 5,534千円

建設仮勘定 26,955千円

その他 11,815千円

計 84,178千円

 

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

機械装置及び運搬具 1,778千円

工具器具及び備品 352千円

計 2,131千円
 

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

建物及び構築物 719千円

機械装置及び運搬具 399千円

計 1,118千円

 

※５ 減損損失
当連結会計年度において以下の資産について減損

損失を計上しております。

場所 主な用途 種類 減損損失

静岡県 遊休 土地 4,194千円

(経緯)
上記の土地については、遊休状態であり、評価額

が著しく低下しているため帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失

に計上しております。

(グルーピングの方法)

商品別の事業部門別かつ工場別を基本に区分し、

賃貸用不動産については、個々の物件を単位として

おります。なお、将来の使用が見込まれない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。

(回収可能価額の算定方法)

当該遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額に

より測定し、正味売却価額は固定資産税評価額によ

り評価しております。

 

※５ 減損損失

当連結会計年度において以下の資産について減損損
失を計上しております。

場所 主な用途 種類 減損損失

米国  
カリフォ
ルニア州

果実類の
加工設備

機械装置及び
運搬具

35,874千円

米国  
カリフォ
ルニア州

果実類の
加工設備

リース資産 61,634千円

(経緯)
上記の機械装置及び運搬具については、連結子会

社であるSHOEI FOODS(USA),INC.において、業務提

携による事業再編に伴い、加工設備の移設、見直し

を行った結果、使用見込みのない機械装置及び運搬

具、リース資産について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。

(グルーピングの方法)

商品別の事業部門別かつ工場別を基本に区分し、

賃貸用不動産については、個々の物件を単位として

おります。なお、将来の使用が見込まれない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。

(回収可能価額の算定方法)

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により

測定し、正味売却価額は売却予定価額等により算定

しております。
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前連結会計年度(自 平成19年11月１日 至 平成20年10月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加             23,199株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 ストックオプションの行使                 3,000株 

 単元未満株式の買増請求による減少             6,523株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,159,914 ─ ─ 21,159,914

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,686,547 23,199 9,523 1,700,223

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年１月30日 
定時株主総会

普通株式 146,050 7.5 平成19年10月31日 平成20年１月31日

平成20年６月16日 
取締役会

普通株式 116,828 6 平成20年４月30日 平成20年７月15日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年１月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 116,758 6 平成20年10月31日 平成21年１月30日
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当連結会計年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加             12,319株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少             3,502株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,159,914 ─ ─ 21,159,914

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,700,223 12,319 3,502 1,709,040

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年１月29日 
定時株主総会

普通株式 116,758 6 平成20年10月31日 平成21年１月30日

平成21年６月11日 
取締役会

普通株式 116,715 6 平成21年４月30日 平成21年７月９日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年１月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 116,705 6 平成21年10月31日 平成22年１月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,435,968千円

現金及び現金同等物 3,435,968千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,313,672千円

現金及び現金同等物 5,313,672千円
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連結財務諸表提出会社および連結子会社は、食材専門の製造・販売を主たる事業として行ってお

ります。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

連結財務諸表提出会社および連結子会社は、食材専門の製造・販売を主たる事業として行ってお

ります。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域  北米…米国 その他の地域…中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は777,655千円であり、その主なも

のは当社の監査室、総務部、経理部等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産合計は6,660,756千円であり、その主なものは繰延税金

資産、投資有価証券、保険掛金、管理部門に係る資産と建設仮勘定等であります。 

５ 当連結会計年度より「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 平成19年4月13日 監査・保証実務委員会報告第42

号）に従い、役員退職慰労金規程（内規）に基づく当連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として

計上する方法に変更いたしました。 

この結果、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「日本」においては営業費用が35,564千円増

加し、営業利益が35,564千円減少しております。なお、「北米」および「その他の地域」においては影響は

ありません。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資

産の減価償却方法 有形固定資産(追加情報)」に記載のとおり、当連結会計年度から法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度

から５年間で均等償却する方法によっております。 

この結果、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「日本」においては営業費用が48,064千円増

加し、営業利益が48,064千円減少しております。なお、「北米」および「その他の地域」においては影響は

ありません。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自平成19年11月１日 至平成20年10月31日)

当連結会計年度(自平成20年11月１日 至平成21年10月31日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自平成19年11月１日 至平成20年10月31日)

日本(千円) 北米(千円)
その他の地域

(千円)
計(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

72,197,192 1,391,488 192,673 73,781,354 ― 73,781,354

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

850,826 8,379,488 2,622,389 11,852,705 (11,852,705) ―

計 73,048,019 9,770,976 2,815,063 85,634,059 (11,852,705) 73,781,354

  営業費用 70,545,670 9,659,491 2,862,801 83,067,964 (11,055,213) 72,012,750

  営業利益又は 
  営業損失(△)

2,502,348 111,485 △47,738 2,566,095 (797,491) 1,768,604

Ⅱ 資産 34,394,204 2,446,338 3,206,044 40,046,587 4,493,340 44,539,928
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(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域  北米…米国 その他の地域…中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は762,669千円であり、その主なも

のは当社の監査室、総務部、経理部等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産合計は8,643,622千円であり、その主なものは繰延税金

資産、投資有価証券、保険掛金、管理部門に係る資産と建設仮勘定等であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ 会計処理基準に関する事項(1) 重要な資産の評価

基準および評価方法(ハ)たな卸資産に記載の通り、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として先入先出法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より、主として先入先出法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。これにより、「日本」においては当連結会計年度の営業利益が 4,187千円減少しております。なお、

「北米」および「その他の地域」においては影響はありません。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ 会計処理基準に関する事項(2) 重要な減価償却資

産の減価償却方法に記載の通り、平成20年度の法人税法の改正に伴い、当社及び国内連結子会社は、機械装

置の耐用年数を見直した結果、当連結会計年度より、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しておりま

す。これにより、「日本」においては当連結会計年度の営業利益が56,368千円増加しております。なお、

「北米」および「その他の地域」においては影響はありません。 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自平成20年11月１日 至平成21年10月31日)

日本(千円) 北米(千円)
その他の地域

(千円)
計(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

69,431,099 1,768,277 277,853 71,477,231 ― 71,477,231

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

715,099 5,809,442 2,276,700 8,801,242 (8,801,242) ―

計 70,146,199 7,577,719 2,554,554 80,278,473 (8,801,242) 71,477,231

  営業費用 67,132,666 7,617,311 2,533,639 77,283,617 (8,083,852) 69,199,765

  営業利益又は 
  営業損失(△)

3,013,533 △39,592 20,915 2,994,856 (717,390) 2,277,466

Ⅱ 資産 32,636,536 2,018,750 2,684,588 37,339,876 6,287,641 43,627,517

３ 海外売上高

前連結会計年度(自平成19年11月１日 至平成20年10月31日)

当連結会計年度(自平成20年11月１日 至平成21年10月31日)
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(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

 

 
  

(１株当たり情報)

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 1,029.28円 1,044.89円

１株当たり当期純利益 27.62円 52.64円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
27.62円 ―円

項目
前連結会計年度
平成20年10月31日

当連結会計年度 
平成21年10月31日

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 20,809,107 21,051,823

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 779,680 727,804

(うち少数株主持分) (779,680) (727,804)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 20,029,427 20,324,018

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(千株)

19,459 19,450

項目
前連結会計年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 537,760 1,024,049

普通株式に係る当期純利益(千円) 537,760 1,024,049

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,470 19,454

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 
(千株) 
 新株予約権

1 ―

 普通株式増加数(千株) 1 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

― ―

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 該当事項はありません。 

  

 

 

 該当事項はありません。 
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5.【個別財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年10月31日) 

当事業年度 
(平成21年10月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,074,224 3,195,822 

受取手形 1,404,922 1,583,339 

売掛金 ※2 11,917,452 ※2 12,194,966 

商品 6,074,187 4,421,045 

未着商品 ※2 1,048,881 ※2 1,135,627 

前渡金 ※2 916,854 ※2 233,960 

前払費用 38,708 41,506 

関係会社短期貸付金 2,592,168 2,469,701 

未収入金 539,474 223,529 

繰延税金資産 313,457 190,669 

その他 40,724 44,418 

貸倒引当金 △19,497 △24,147 

流動資産合計 26,941,558 25,710,441 

固定資産 

有形固定資産 

建物 4,851,070 4,878,527 

減価償却累計額 △3,333,417 △3,417,110 

建物（純額） 1,517,652 1,461,416 

構築物 74,386 74,386 

減価償却累計額 △55,917 △58,538 

構築物（純額） 18,469 15,847 

機械及び装置 2,718,983 2,612,609 

減価償却累計額 △2,333,563 △2,315,653 

機械及び装置（純額） 385,419 296,955 

車両運搬具 62,008 62,355 

減価償却累計額 △48,481 △52,956 

車両運搬具（純額） 13,526 9,398 

工具、器具及び備品 156,073 138,094 

減価償却累計額 △138,819 △124,498 

工具、器具及び備品（純額） 17,253 13,596 

土地 1,280,055 1,280,055 

リース資産 － 21,168 

減価償却累計額 － △1,764 

リース資産（純額） － 19,404 

有形固定資産合計 3,232,377 3,096,674 

無形固定資産 

ソフトウエア 4,716 2,378 

電話加入権 6,973 6,973 

無形固定資産合計 11,690 9,352 
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年10月31日)

当事業年度
(平成21年10月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 1,161,804 ※1 1,105,315

関係会社株式 2,718,441 2,783,583

出資金 11,175 11,175

関係会社出資金 2,530,864 2,679,984

従業員に対する長期貸付金 35,661 31,011

関係会社長期貸付金 1,500,000 1,500,000

破産更生債権等 37,824 13,824

長期前払費用 10,627 10,241

保険積立金 433,789 429,636

その他 211,423 194,825

貸倒引当金 △311,515 △203,261

投資その他の資産合計 8,340,096 8,556,336

固定資産合計 11,584,164 11,662,363

資産合計 38,525,722 37,372,805

負債の部

流動負債

支払手形 35,001 26,628

買掛金 ※2 7,251,782 ※2 8,100,686

短期借入金 9,900,000 8,400,000

未払金 866,787 480,699

未払費用 118,448 119,200

未払法人税等 689,795 141,322

預り金 135,144 135,401

賞与引当金 262,000 229,200

役員賞与引当金 23,700 23,300

リース債務 － 3,704

その他 570,514 465,476

流動負債合計 19,853,174 18,125,621

固定負債

長期預り敷金保証金 34,934 30,720

役員退職慰労引当金 260,615 278,240

繰延税金負債 118,209 108,828

リース債務 － 16,669

固定負債合計 413,759 434,458

負債合計 20,266,933 18,560,079
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年10月31日)

当事業年度 
(平成21年10月31日)

純資産の部

株主資本 

資本金 3,379,736 3,379,736
資本剰余金

資本準備金 3,042,770 3,042,770

資本剰余金合計 3,042,770 3,042,770

利益剰余金

利益準備金 523,872 523,872

その他利益剰余金

退職積立金 11,992 －

固定資産圧縮積立金 88,997 85,264

別途積立金 11,710,000 11,710,000

繰越利益剰余金 928,842 1,421,833

利益剰余金合計 13,263,704 13,740,970

自己株式 △1,299,182 △1,301,558

株主資本合計 18,387,029 18,861,919

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 81,272 73,196

繰延ヘッジ損益 △209,512 △122,389

評価・換算差額等合計 △128,239 △49,193

純資産合計 18,258,789 18,812,726

負債純資産合計 38,525,722 37,372,805
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②【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

売上高 

商品売上高 ※2 65,076,404 ※2 61,167,918 

不動産賃貸収入 ※2 347,279 ※2 330,740 

売上高合計 65,423,683 61,498,659 

売上原価 

商品期首たな卸高 5,375,428 6,074,187 

当期商品仕入高 ※2 59,168,756 ※2 53,440,572 

合計 64,544,185 59,514,759 

商品期末たな卸高 6,074,187 4,421,045 

商品売上原価 58,469,998 55,093,713 

不動産賃貸原価 ※1 256,917 ※1 210,283 

売上原価合計 58,726,915 55,303,996 

売上総利益 6,696,768 6,194,662 

販売費及び一般管理費 

荷造運搬費 1,094,755 1,050,796 

保管費 477,640 466,278 

従業員給料 1,500,112 1,500,663 

賞与引当金繰入額 261,504 228,660 

役員賞与引当金繰入額 23,700 23,300 

役員退職慰労引当金繰入額 19,365 20,775 

退職給付費用 58,075 79,835 

旅費及び交通費 237,770 225,703 

減価償却費 31,667 30,433 

その他 1,376,898 1,397,930 

販売費及び一般管理費合計 5,081,489 5,024,375 

営業利益 1,615,278 1,170,287 

営業外収益 

受取利息 ※2 61,821 ※2 59,413 

受取配当金 ※2 100,365 ※2 76,222 

受取手数料 16,142 15,608 

受取保険金 － 52,963 

その他 44,758 17,301 

営業外収益合計 223,088 221,509 

営業外費用 

支払利息 143,119 126,466 

為替差損 130,141 131,628 

損害賠償金 － 56,781 

その他 17,088 56 

営業外費用合計 290,348 314,932 

経常利益 1,548,017 1,076,864 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

特別利益 

投資有価証券売却益 9,036 0 

固定資産売却益 ※3 8,905 ※3 － 

貸倒引当金戻入額 － 86,000 

特別利益合計 17,942 86,000 

特別損失 

貸倒引当金繰入額 ※6 7,600 ※5 － 

関係会社出資金評価損 12,527 － 

固定資産除却損 ※4 6,567 ※4 8,294 

役員退職慰労引当金繰入額 244,750 － 

投資有価証券評価損 53,306 16,914 

投資有価証券売却損 － 5,247 

その他 291 116 

特別損失合計 325,043 30,572 

税引前当期純利益 1,240,916 1,132,292 

法人税、住民税及び事業税 736,749 359,599 

法人税等調整額 △58,522 60,709 

法人税等合計 678,227 420,309 

当期純利益 562,689 711,983 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
至 平成21年10月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 3,379,736 3,379,736 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,379,736 3,379,736 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 3,042,770 3,042,770 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,042,770 3,042,770 

資本剰余金合計 

前期末残高 3,042,770 3,042,770 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,042,770 3,042,770 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 523,872 523,872 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 523,872 523,872 

その他利益剰余金 

退職積立金 

前期末残高 11,992 11,992 

退職積立金の取崩 － △11,992 

当期変動額合計 － △11,992 

当期末残高 11,992 － 

固定資産圧縮積立金 

前期末残高 92,635 88,997 

当期変動額 

固定資産圧縮積立金の取崩 △3,638 △3,732 

当期変動額合計 △3,638 △3,732 

当期末残高 88,997 85,264 

別途積立金 

前期末残高 11,710,000 11,710,000 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 11,710,000 11,710,000 
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
 至 平成21年10月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 628,194 928,842

当期変動額

剰余金の配当 △262,878 △233,473

固定資産圧縮積立金の取崩 3,638 3,732

退職積立金の取崩 － 11,992

当期純利益 562,689 711,983

自己株式の処分 △2,801 △1,243

当期変動額合計 300,647 492,991

当期末残高 928,842 1,421,833

利益剰余金合計

前期末残高 12,966,694 13,263,704

当期変動額

剰余金の配当 △262,878 △233,473

当期純利益 562,689 711,983

自己株式の処分 △2,801 △1,243

当期変動額合計 297,009 477,266

当期末残高 13,263,704 13,740,970

自己株式

前期末残高 △1,295,976 △1,299,182

当期変動額

自己株式の取得 △10,502 △5,047

自己株式の処分 7,296 2,671

当期変動額合計 △3,205 △2,376

当期末残高 △1,299,182 △1,301,558

株主資本合計

前期末残高 18,093,224 18,387,029

当期変動額

剰余金の配当 △262,878 △233,473

当期純利益 562,689 711,983

自己株式の取得 △10,502 △5,047

自己株式の処分 4,495 1,428

当期変動額合計 293,804 474,890

当期末残高 18,387,029 18,861,919

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 427,818 81,272

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △346,546 △8,076

当期変動額合計 △346,546 △8,076

当期末残高 81,272 81,272
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
 至 平成21年10月31日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 33,369 △209,512

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △242,881 87,122

当期変動額合計 △242,881 87,122

当期末残高 △209,512 △122,389

評価・換算差額等合計

前期末残高 461,188 △128,239

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △589,427 79,046

当期変動額合計 △589,427 79,046

当期末残高 △128,239 △49,193

純資産合計

前期末残高 18,554,412 18,258,789

当期変動額

剰余金の配当 △262,878 △233,473

当期純利益 562,689 711,983

自己株式の取得 △10,502 △5,047

自己株式の処分 4,495 1,428

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △589,427 79,046

当期変動額合計 △295,623 553,936

当期末残高 18,258,789 18,812,726
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該当事項はありません。 

  

④ 継続企業の前提に関する注記

⑤【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法

    (評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

     同左

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

     同左

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

    なお、投資事業有限責任組合

およびそれに類する組合への

出資(金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみな

されるもの)については、組

合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によ

っております。

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

２ デリバティブの評価基準 時価法      同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

先入先出法による原価法  商品
先入先出法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

（会計方針の変更）
通常の販売目的で保有するたな

卸資産については、従来、先入先
出法による原価法によっておりま
したが、当事業年度より「棚卸資
産の評価に関する会計基準」（企
業会計基準第９号 平成18年７月
５日公表分）が適用されたことに
伴い、先入先出法による原価法
（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方
法）により算定しております。

これにより、従来と同一の方法
によった場合と比べ、当事業年度
の営業利益、経常利益及び税引前
当期純利益は、それぞれ4,187千円
減少しております。
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項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日 
  至 平成20年10月31日)

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
  至 平成21年10月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産

  建物(建物附属設備は除く)

   平成10年３月31日以前に取得し

たもの

    法人税法に規定する旧定率法

   平成19年３月31日以前に取得し

たもの

    法人税法に規定する旧定額法

   平成19年４月１日以降に取得し

たもの

    法人税法に規定する定額法

  建物以外

   平成19年３月31日以前に取得し

たもの

    法人税法に規定する旧定率法

   平成19年４月１日以降に取得し

たもの

    法人税法に規定する定率法

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～11年

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

主として、法人税法に規定する

方法と同一の基準による定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準による定額法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～11年

(追加情報)
 法人税法の改正((所得税法等の一部
を改正する法律 平成19年３月30日
法律第６号)および(法人税法施行令の
一部を改正する政令 平成19年３月30
日 政令第83号))に伴い、当事業年度
より、平成19年３月31日以前に取得し
た有形固定資産については、償却可能
限度額まで償却が終了した翌事業年度
から、５年間で均等償却する方法によ
っております。  
 これによる当事業年度の損益に与え
る影響は、軽微であります。

(追加情報)
当社は、法人税法の改正（所得税法

等の一部を改正する法律 平成20年４
月30日 法律第23号）に伴い、機械及
び装置の耐用年数を見直した結果、当
事業年度より改正後の法人税法に基づ
く耐用年数に変更しております。

これにより、当事業年度の営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益
は、それぞれ7,372千円増加しておりま
す。
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項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

(2) 無形固定資産
   ソフトウェア
    社内における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
   ソフトウェア
     同左

(3) その他の固定資産 
   定額法

(3) その他の固定資産
     同左
(4) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しておりま
す。

なお、リース取引開始日が平成20年
10月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。

（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、従来、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によ
っておりましたが、当事業年度より、
「リース取引に関する会計基準」（企
業会計基準第13号(平成５年６月17日
(企業会計審議会第一部会)、平成19年
３月30日改正)）及び「リース取引に
関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第16号(平成６年１月
18日(日本公認会計士協会 会計制度
委員会)、平成19年３月30日改正)）を
適用し、通常の売買取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。

これによる損益に与える影響はあり
ません。

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

     同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金 

     同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支
出に充てるため、将来の支給見込
額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。

(2) 賞与引当金 

     同左

(3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

(3) 役員賞与引当金

     同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債
務見込額および年金資産残高に基
づき計上しております。

  ただし、年金資産残高が退職給付
債務を超過したため、当該金額を
前払年金費用として投資その他の
資産の「その他」に計上しており
ます。

(4) 退職給付引当金

     同左
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項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

(5) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、
役員退職慰労金規程(内規)に基づく当事
業年度末要支給額を計上しております。
(会計方針の変更)
当社は従来、役員退職慰労金を支出時の
費用として処理しておりましたが、当事
業年度より「租税特別措置法上の準備金
及び特別法上の引当金又は準備金並びに
役員退職慰労引当金等に関する監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会 平成19
年４月13日 監査・保証実務委員会報告
第42号）に従い、役員退職慰労金規程
(内規)に基づく当事業年度末要支給額を
役員退職慰労引当金として計上する方法
に変更いたしました。 
この変更により当事業年度発生額19,365
千円は販売費及び一般管理費に計上し、
過年度相当額244,750千円は特別損失に
計上しております。 
この結果、従来の方法と比較して営業利
益、経常利益は19,365千円、税引前当期
純利益は260,615千円それぞれ減少して
おります。

(5) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、
役員退職慰労金規程(内規)に基づく当事
業年度末要支給額を計上しております。

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

―

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。また、為替予約等が付されて
いる外貨建金銭債権債務等につい
ては、振当処理を行っておりま
す。

① ヘッジ会計の方法
     同左

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

外貨預金、為
替予約取引お
よび通貨オプ
ション取引

……
  
 
 

外貨建債権債
務および外貨
建予定取引 
 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引お
よび通貨オプシ
ョン取引

…… 
  
 

外貨建債権債務
および外貨建予
定取引

③ ヘッジ方針
  ヘッジ対象の範囲内で、為替相場

の変動によるリスクを回避する目
的で、ヘッジ手段を利用する方針
であります。

③ ヘッジ方針
     同左

④ ヘッジの有効性評価の方法
  毎月末において、ヘッジ手段の残

高とヘッジ対象である現在所有も
しくは将来取得が確実に予定され
ている取引の外貨建債権債務の残
高の対応関係について、経理部に
おいて把握し、管理しておりま
す。

④ ヘッジの有効性評価の方法
     同左

９ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

(1) 消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理
     同左

(2) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

(2) 連結納税制度の適用
     同左
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

― （損益計算書）

①  前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取保険金」は、当事業年

度において営業外収益の100分の10を超えたため、

区分掲記いたしました。なお、前事業年度末の

「受取保険金」は、21,726千円であります。

②  前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「損害賠償金」は、当事業年

度において営業外費用の100分の10を超えたため、

区分掲記いたしました。なお、前事業年度末の

「損害賠償金」は、3,793千円であります。
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(重要な後発事象)

前事業年度 当事業年度

 該当事項はありません。  該当事項はありません。
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